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I 食糧の間際需給動向とアジア農業・

世界の食糧需給は戦後から現在までに余剰と不

足の変転を繰り返してきたが，食糧の余剰はおも

に，戦後著しく発達した襲業技術の思窓と発達し

た農業基盤をもっ先進国グループのもので，先進

国農業は国家による農産物価格支持政策と高い農

業生産性，生活水準向上による 1入、Jjり食用穀組

消費量の漸減傾向などの結合により主食用穀類需

給は構造的余剰l傾向が続いてきた。これに対して

発展途上国は，一部の穀類余剰国（タイ，ピルマ，

クメール，ラテンアメリカなど）を除くと，その食揖

需給ノミランスtこ緩和と逼迫の変動の波はあるが，

は せ やま たかひ己

長谷山崇彦

一貫して不是ー調から脱しえなかった。その主因は

先進国とは逆に，後進的農業基盤と農業技術が急

速な人口増加圧力に打ち勝つだけの生産を達成す

る能力がなかったこと，また資金力に乏しい経済

基盤の浅い発展途上国が，思いきった農業価格支

持政策をとって伝統的農業に突破口を与えるだけ

の余力がなかったことであろう。食糧不足が最も

深刻なのは世界人口の半分以上を養うアジア（共

産額を含む）であった。

しかしアジアは1960年代前半期の食糧不足の苦

難の時期から， 1967年以降の高収量穀類を中心と

する農業技術革命， 「緑の革命」と好天候の連続

により，ょうやく漫性的食糧不足からの解放の希

望がみえ，米の国際市場価格は1トン 150ドルの

基本線から半分近くの80ドノレ台にまで低落し，食

糧輸出国の生産調整や農業多角化が国際農業問題

となりはじめた。

この農業技術革命は伝統的農業より圧倒的に高

い生産力をもつが，同時により多くの農業投入と

発達した湛概などの農業基盤（インフラストラクチ

ュf〕を必要とする。したがって資金力が一部の

富農に集中し，農業基盤が未発達で天候依存のア

ジア発展途上国農業（特に稲作〉では農業技術革

新の受入体制が弱い。また「緑の革命Jが順調に

進展しても，食糧の急速な糟産は，収穫後の処理，

貯蔵，運輸，価格安定などの問題や，農地・所得

分配の格差による新技術恩恵の不平等化など，

f第2の世代」の問題が生じてくるが，アジア発
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展途上国はこれらの諸問題を十分に解決しうる農

業基盤もその整備に要する自己資金力もなヤ。そ

うなると「緑の革命Jの思恵も，好条件の農地と

資金力をもっ上・中農層に限られ，一般農民への

普及が期待できない。つまりアジアの農業技術革

命は，農業基盤の整備（物的基盤）と農業制度の改

善（制度的基盤）がなければ行き詰まらざるをえ

ない。事実， 1967年以降，急速に進展したYジア

の「緑の革命jが1970年頃より好天候の支えにも

かかわらず，上げ足を弱めた背景には以上のよう

な要因がからんでいた。また1972年の異常気象に

よる凶作と食糧不足への逆転は農業基盤の弱いア

ジア農業が好天候の支えを失った場合，農業技術

革命も開幕できないことを示した。

1972年に世界的規模で起こった異常気象と早肱

は世界的不作をもたらし，ソ連，中国など共産圏

諸国が穀類の大型輸入国として国際穀物市場に参

与したことも加わり，食樋の国際需給バランスを

大きく狂わせた。世界の全穀類生産（米はもみ換算）

は1971年の13億1300万トンから1972年にはl三億

7200万トンへと 3%あまりの減産となった。減産

の主体は全穀類の23%を占め，アジアを生産地と

する米で，全世界で3億700万トンから2憶9200

万トンへと 5% Cアジア発展途上国は8%）の減産

となった。アジアの米生産はインドは10.3%，フ

ィリピン13.4%，スリランカ 6%，インドネシア

3.4%の減産をみたが，アジアの米びつl認もタ f

17.8%，ピルマ7.5%の減産となり，アジアの食

場事情好転で，ー時は 1トン（精米）80ドル台ま

で低落した米の国際価格がら00ドル台にまで暴騰

してきた。 1960年代で，世界の企穀類生産が前年

比減産となったのは， 1963年（0.2%減〉と1965年

(0.4%減〕だけで， 1972年の減産（3%）が最大で

あるの

18 

続近の異常気象が一時的なものならば，アンγ

の食糧事情は再び好転しようが，もし長期的な気

象変化によれ 1950～60年代の気象条件とは異質

の気象条件に変転している場合には問題は深刻で

世界的対策を必要としよう。

II 食糧資源の南北格差：

l. 食糧需給構造の南北格差

世界の食糧需給構造をみると，ソ連・東欧など

共産圏を含む高所得先進国は世界人口の29%しか

占めていないが，全穀類生産の55%を占めてヤる。

他方、世界人口の71%を養う発展途上国（中国など

Tジア共産闘を合む〉は全穀類生産の45%しか占め

ていなヤ。

1970年代の年平均人口成長率は先進国が l%, 

発展途上国が2.5% （非共産1~2.6%，共産l封 2%）で

増加するとみられ，先進国は食糧余剰傾向にあり，

発展途上国は不足傾向にある。特に共産圏を除く

アジア発展途上国は，世界の全穀類生産の32%，人

口の28%を占め，1960年代は人口増加年率2.6%に

対して，全穀類需要増加lは年率3.9%に達し， 1970

年代も人口増加年率2.6%に対して，全穀類需要

は年率3%ぐらいで増加すると FAOは予測して

いる。

1970年代の全穀類生産増加は， 1繰の：革命Jが

バ：，順調に進展すれば，年率3.2%で伸びるが，

そうでないと 2.7%前後でしか伸びないと思われ

るので，食糧不足化が昂進するおそれが少なくな

し、。

アジY共産闘は世界の全穀類生産の16%弱，人

口の24%弱を占めるが， 1970年代の全穀類の需要

と生産の年増加率は，それぞれ2.6%で，現在の

不足の急速な改善はむずかしいと予測される。

2. 食糧の l人当り消費水準の格差



先進国でも H本のように食糧自給率カ~1972年，，二

は総合（卸売価額討・価）で73%，穀類（重量主討制j)で

43%と非常に低い場合がある。しかし先進国は国

内自給力がなくても，海外に安定供給源がある限

り，必要な食糧を輸入して充足する経済力がある

ので， 1-1本の場合も，食糧fl給率が漸次低下傾向

にあ，，ても，同氏の栄養水準は年々11ざ支しく向

上してきた。 1972年の栄養水準は I入lt1当り平

均2516カロリー，蛋白質78.4グラムで，食習慣の

相違もあり肉食依存型の欧米先進国よりは低U、穀

類依存型食生活だが，すでに十二分の水準にある

と考えられてL、る。同年頃の日本の平均寿命も男

子70歳，女子75歳で世界最長寿凶に属し，これは

食生活以外の要因にもよるが，発展途上国に多い

40歳前後に比べ格段の格差である。

他方，発展途上国は不足の場合でも必要なもの

を輸入する経済力がなく，後進的農業基盤の上に

立つ自国内の農業生産に依存せざるをえず，その

食糧増産も，すでに指摘したように生産基盤ベ怖lj

度的基盤の改善がない限り，人円憎却lに相殺され，

現在でも低水準の1人当り食糧入手可能量はほと

んど増加しなレか，逆に減少する場合も生じてく

る。

日本の場合も，もし食糧（飼料を合む）の輸入が停

止すれば， 1600カロリー以下の飢餓水準に落ちこ

むという（農業総合研究所唯是康彦氏推計〉。アジア

諸国の例をみても，カロリー水準が18伺カロリー

以下に落ちると食糧暴動が誘発され亡おり， 16（川

カロリー以下は主さに飢餓水準で唱敗戦直後の

｜米よこせj戸モが頻発してし、た当時の再現とな

ろう。

このことは現実に発展途上国と先進国との栄養

水準の著しい格差となって現われている。

1970年（F i¥O推，nうの l入1H河りカロリ｝

アジアの食混需給展望と国際協力

水準をみると，世界人口の19.5%をもっ先進国

（共産圏を除く）は3039カロリーで，その保健必要

水準を19%も上回っている。先進国の中でもオセ

アエアと北アメリカは3300カロリーにもなり，保

健必要水準を23～24%も上回り，米食低カロリー

先進国日本を含む欧米以外の先進国（日本，イスラ

:-r:1レ‘南アプリカ）平均も2587カロリーで保健必要

水準を10%上回る。

世界人口の9.4%を占めるソ連・東欧共産圏は

3181カロリーで，保健必要水準を24%上回る。以

上，合計して世界人口の29%を養う先進国グルー

ヅはU、ずれも十二分の栄養水準を維持している。

これに対して世界人口の47.3%を占める発展途

上国（アジア共産圏を除く）は2193カロりーで，保

健必要水準を4%下回るo

発展途上国でもラテンアメリカだけは穀類も肉

類も大型余剰をもち， 2524カロリーで保健必要水

準を 6%上回るが，その世界人口比率は7.6%に

すぎなヤ。

アジア発展途上国は2076カロリーで保健必要水

準を 7%下回る。そのうち特に問題なのは，世界

人口の19%も養う南アジア（インド亜大陸，スリラ

ンカ〕が2037カロリーで，保健必要水準を9%下

阿っていることである。中国を主体とするアジア

共産圏も世界人口の23.8%を占めながらも2069カ

ロリーで，保健必要水準を12%下回っている。共

産聞は統計上の問題や社会制度の相違から同じ尺

度では判定できないが，とにかく発展途上国では

世界人口の64%に相当する人口が保健必要水準以

下の栄養水準にあり，インドの例のように，凶作

年にはたちまち1800カロリー前後の栄養失調水準

に落ちこんでいる。注意すべき点は，所得・食糧

分配格差が著しく，また凶作地域や購買力のない

貧窮人口に時宜に合った救済策をほどこす基盤や

19 



H
H
 

ト－
h

J

白
川

ρ
f
J
1
A
l
j
i
泊
ー
刈
ふ
町
川

2

0

・
山
内
内

η

別

的

問

吋

抑

制

m
m
m
m
m附
似

市

川

知

湖

…

一

日

尖

明

弘

し

し

し

～

凶

肝

心

ー

日

｜

引

1
4
J
M
U
l
u－
－

4

2

0
・h
B

7

U

8

0

1

件

u

h

M

例

月

上

仏

ふ

L
1
0
ι
L
o札
＆
仏
O
札
O
札
叫
山
唱
。
ヨ

6

刊

年

3

8

0

8

2

2

1

3

1

2

6

1

一

j

山

川

動

防

い

U

7

5

I

R

o

n

－
－

5
1
8
H
H
q
O
4
2
5
0
5
W

1

1

・

一

UH

比
凶

6

1

3

3

4

7

6

7

0

3

8

8

8

7

8

1
一

；

H

W

州

5

2

5

2

4

5

3

3

6

4

2

2

2

4

8

3

吋

そ

1

1

1

1

H

ー

：

ー

l；
lHdl
；
1

1

1

1

1

1

巨

人
｜
劇
和
総
ー
ー
い
ね
唱
品
川
沼
犯
店

C
H
t
l
T
C
4
4
ω

刊

四

時

白

U

1

闘
要
対
供
中
%

1

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

一A

町

一

必

に

る

比

（

民

t

i

 

M
阿

賀

健

川

県

：

Z
J
n
J
h
J
3
J
A
F
b
J
5
・b
l・－
b
s
ρ
η
J

劃

．

嬰

叩

品

調

均

約

鳩

山

拘

刈

羽

幻

一

台

拘

竹

山

時

鴻

紛

潟

h

乙

似

必

山
一
白

11l此
蝋
一
一
口
M
M
M
M
M
M
M
灯

M

M

M

M

U

M

M

捌

ド
u

h

E
山
中
！

J
I
B

つe
p
b

、わ

4

6

9

d

1

2

T

A

l

l

A

斗

l

i
d

珂

動

蛋

」

胡

刊

を

R
l
l
！

8

5

“6
2
2
4
G
I
9：
8
1
4
e
O
3
9
7・
m

F
「
有
剖

1

r

E
艮

I
、

i

－・1．
．
 lu

－－－ 

司

ニ

河

且

妊

6

3

6

8

8

8

4

G

1

2

6

v

m

入
笹
山
凸
刊
副
U
9
8
m
引

5

5

6

6

5

5

5

H

9

5
｛

j

9

l

l

s

i

l

l

i

－

1

1

1

1

1

1

M

 

り

長

す

給

）

明

ω
幻

ω
M
M

例

制

倒

的

別

問

引

閉

山

M
岡

山

一

山

地
中
要
対
供
心
中
’
J

I

1

1

1

1

1

1

1

一
引

は
一
降
再
町
一
覧

h

i

：

l

｝

－

7
明

蛸

健

時

一

郎

防

他

悶

附

抑

制

制

抑

制

m
m
m
川

m
m
わ

別

決

M

Z

9

h

丸町’
hリ
引
っ
的
今
何
つ
り
の
的
つ

hq何
ワ
引
っ

h
L
n
p向
。

向

川

リ

域

リ

1
1
H
I
M
I
－

－

9
1
6
1
4
0
2
4
7
7
6
6
4
5
3
1
3
9

一d

山

由

旬

、

j

白人

士
一
時
，
／
、
リ
’

O

6

3

1

3

7

6

8

5

7

9

6

6

6

5

3

8

一

惚

の

白

／

似

刊

し

い

1

3

4

3

4

1

1

1

2

川

明

白

h
1
0
1
1
l
H
0
6
9
3

引

5
6
7
1
2
7

引
制
副
》

j
a
p主

μ仁
1
1
v
一
1

8

5

0

4

2

9

2

4

2

3

3

3

6

0

8

一
E

f

陸
物
ロ

4
白
川

A
9
5
4
1
1
4
2
1
1
1
3
8
1
7
u

表

1
吋
動
カ
一

1

1

1

1

1

1

的

23・
カ
－
p
－

12

｜

2
1
1
9
U
U
U
叫
「
ゎ

3

9

4－
州
引
町
小
i
J山
｜
｜
｜
4

1

9

M

l

手

τ

一
必
伯
郡
関
錦
町
拘

m
u白
羽
M
m
w
回

路

羽

m伺
一

仏

第
一
年
カ
一
い
一
，
，
，
，
，
，
，
，
，
，
，
，
，
，
，
人
一
－
c

；

総

リ

一

2

3

3

3

3

2

2

2

2

2

2

2

2

2Il
l
i－
－

g
 

劫

幼

カ

バ

ア

調

印

欧

圏

J

一

朝

一

朝

リ

ッ

二

時

明

夜

産

一

町

一

駅

一

町

一

メ

ベ

ア

例

劃

寸

共

町

ャ

他

一

連

ア

世一進一

7
ヨ

セ

の

夜

ジ

即

丸

一

北

西

オ

そ

ソ

ア

一

出

R

－

全

先

共

乙

人lI (197（げド）

（υら）

100.0 

19.!> 

!i.l 
9.S 
0.,1 
:1.:, 

数)),x f出

47.3 

7 ・'' 7.!i 
4.S 
27.S 
19.0 

8.5 

発展途上国（平均）
アフリカ
ラテンアメリカ

学ジア極棄

（裏アジアアジア・
東南アゾア

:1:i.2 

9.4 
2:u1 

ソ連・東！吹が25.3%で，発展途上国は

アジア共産

:33.6%, 

8.7% （ヲテンアメリカ合｜徐くと6.6%),

閣は8.9%である。

この比率が一番高ヤのは，オセアエアの117.2%,

次が北アメリカの41.4%で，世界最低はアフリカ

アジアは下から 2番目に低い6.4%であの5.7%,

余力が政府にも民間にもない発展途上国では，食

糧パランス表に示される全国平均値以下の栄益水

準にある多くの人口の存在が実態調査で確認され

ている。発育成長期の児童は特に犠牲になりやす

したがって食糧不足発展途上国での全国平均

栄養水宣告が保健必要水準以下に下がる場合は，

の実質内容を深刻に受けとめる必要がある。

そ

U、。

る。

炭水化物食品の主体をなす穀類のカロリー比率

は，共産圏を含めた発展途上国では60～85%，共

産閣を合めた先進国では：m%く巴山、にすぎなし、。

以l.，要するに I南jは菜食中心で［北jは肉食

中心である。蛋白質は動・純物性L、ずれでも栄美

機能は大差ないとし、う見解に従い企蛍白質の I人

1日当り消費水準でみると，先進国89.5グラム，

ソ連・東欧92.9グラム，いずれも保健必要水準の

2.3f膏である。

発展途上国は56.4グラムで，保健必要水準を

食糧消費の費的格差ま

栄養水準の質的内容を， 1970年（FAO推計〉の

カロリー供給源でみると，炭水化物食品（穀類，い

も類，糖類〕から摂取するカロリー比率は，先進国

が48%で発展途上国は76%である。発展途上国

からパンにも肉にも恵まれたラテンアメリカを除

き，加重平均すると78.4%になる。共産圏もソ連・

東欧は64.5%でアジア共産圏は80.2%と南北格差

がある。

これに対して動物性カロリー比部は先進国が，

20 
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!7%こえているが，ラテンアメリカを除くと54.7

グラムで、保健必要水準を42%くらいと回る。アジ

アは51.7グラムで保健必要水準を41%上回る。ア

ジア共産圏は58.7グラムで保健必要水準を53%J.

lliJる。

しかし注意すべきことは，ラテンアメリカ以外

の発展泳上回とアジア共産圏は，いずjd》力 r,IJ 

－水準が保健必要水準をかなり下［iilっているの

で，蛋白質はカロリー不足を補うために消費され

てしましV 蛋白質本来の機能を発揮できない。し

たがってト分なカロリー水準が推持されていない

と，蛋白質が必要水準をこえても実質上の余分に

はならなし、。

さて，食糧分配の南北格差は，人聞がl直接口に

入れる食物のカロリーだけでなく，動物性食品の

生産に必要な飼料カロリーをも含めたオリジナノレ

カロリーでみるとさらに決定的に大きくなる。動

物性食品1単位の生産に必要な飼料投入量は蛋白

質ベースで3倍，無水物ベースで7～lOf膏と推計

されている。これを7倍としても， 1人1日当り

オリジナルカロリーは欧米先進国1万カロリー前

後で，発展途上国3佃Oカロリー前後である。この

うちアジアは2900カロリーくらいとみられる。米

食中心の低カロリー型先進国日本は5似泊カロリー

くらいだが，先進国全体では発展途上国の3～4

倍の食樋資源を消費して生活していることにな

る。

発展途上国は先進国のように短期間の効率的畜

産を目的として濃厚飼料を多投するようなことは

少なく，人間食糧の廃棄物や自力採餌の放浪飼い

ですましている場合が多いので，実際の食糧資源

消費の南北格差はもっと大きいと思われ， 1対10

という論もある。

要するに先進国は 1単位の生産物に何併もの穀

アジアの食糧需給展望と国際協力

類その他の濃厚飼料を投入する動物性食品の消費

水準が高いが発展途上国では穀類を人間主食以外

の飼料に回す余裕がなく，低所得水準のために主

食より割高な場合が多い動物性食品に対する購買

力が少なく，穀類ゃいも類などの澱粉質食糧を中

心とした食生活にとどまっているので食糧資源の

分配・消費の南北格差が生じてくる。

もし先進国が動物性食品の消費比率を引き下げ

れば，その生産に要する数倍単位の穀類（先進国で

は飼料でも発展途上国では食糧である〉から動物性食

品の代替に必要な穀類を差し引いた残余分が浮く

わけである。極論すれば，世界人口が肉食から菜

食に転じれば膨大な量の穀類が節約できる。しか

し食習慣の変革は長年月を要し，何よりも美味な

肉食を菜食に変えることは逆の場合よりもはるか

に困維であろう。インドの菜食主義人口も実際に

はそれほど多くはなく，いったん肉食の味をおぼ

えた新しい世代は肉食に転じる可能性が強い。何

よりも先進国は食糧余剰国か自己の経済力で食糧

資源を入手している固なので， 「自分の庭で作

り，自分が稼いだ食物を好きなように料理して何

が悪いかJということになる。食糧資源分配の地

球化時代という理念で， 「北jに食習慣変革まで

を要請することは現実に困維であろう。

皿アジアの食糧消費型態の変化と

農業多角化

1. 潜在需要からみた食糧消費型態変化の方向

アジアの食種消費型態は，カロリー水準がすで

に保健必要水準をこえている聞はもちろん，そう

でない国も，食糧資源が入手しうる限り，いも類

主食は穀類（少なくとも雑穀）主食に，雑穀主食は

高級穀類（米，小麦〉主食に変化していくであろ

うが，長期的趨勢としては，穀類ゃいも類などの

21 



澱粉質食品から摂取するカロリー比本が漸減し

て，蛋白質食品，油脂，野菜・果物などの栄建食

品の占める比率が増大していくであろう。このこ

とはアジアにおける農産物の潜在需要の内容，度

合を分析することにより理解できょう。現在，所

得水準が低く，人間生活に最も切実な食糧消費が

量・質ともに抑制されているアジア発展途上国の

潜在需要を知ることは，将来，所得水準向上があ

れば，その農産物需要がどのように変化していく

かを知ることで，農業政策の長期的方向を決定す

るために重要である。

潜在需要を含めた需要の内容，度合を判断する

指標のーっとして，需要の所得弾性値を考察する

方法がある。実際には所得効果と同様な効果をも

たらす価格効果をみるために，需要の価格弾性｛直

をも併用考察すべきだが，多数国を国際比較する

価格データが乏しく，また農産物は政府や中開業

者の介入により国際価格，国内価格，生産者価格

などの聞に価格メカニズムが作用しにくい場合が

少なくなく，価格変動の長期予測は非常にむずか

しい。したがってここでは需要の所得弾性値をみ

ることで判断したい。

すでにみたとおり，アジア発展途上国では動物

性食品やその他の栄養食品の1人当り消費水準は

先進国の水準と比べても，健康を十分に推持しう

る水準と比べても，はるかに低い場合が多く，そ

の需要の所得弾性値（以下，弾性僚と略称〕は，食

：儲不足国，余剰国のいずれにおいても非常に高い。

FA O推計の需要の所得弾性値（1970年代推計〉

をみると，アジアでは米は0.1～0.7，小麦0.5～1.0

と高級主食穀類は各国の食糧事情により格差が大

きいが，動物性食品，生鮮食品などの栄養食品で

は，肉類0.8～1.5，酪農品1.0～1.6，卵1.0～1.5,

魚類0.6～1.5，食用油脂0.9～1.5，砂糖0.8～1.2,

22 

野菜・果物0.4～0.8で，穀類余剰国（タイ，ピルマ，

クメール，台湾など）や外貨カがあり十分な食糧を輸

入できる閣〔香港，シンガポーノレ，マレーシアなど〉

の弾性値がいずれも不足国（南アジア諸国，インド

ネシア，フィリピン，韓国）よりは若干低目ではあ

るが，総じて穀類余剰国も穀類不足国も共通して

高く，そのアジアにおける潜在需要の大きいこと

がわかる。

中国は穀類も含めてすべての食糧品の弾性値が

アジアでは最も高い方で，統計データが正しいな

らば，中華料理の本場も一般の食生活はまだきわ

めて質素であり，世界人口の24%を養う事実から

みて，その潜在需要量は巨大なものであろう。

先進闘では穀類に対する弾性値はマイナスの場

合が多く，また動物性食品や他の高級栄養食品の

場合も弾性値がマイナスの場合が少なくなく，高

い値でも 0.5以下が多く，食糧消費が量・質とも

に飽和水準にあると判断される国が多い。しかし

ソ連・東欧は先進国の中では動物性食品の消費水

準は比較的低く，その弾性値も高目のプラス値

で，今後の1人当り需要増加が見込まれる。

2. アジアの農業多角化惟1)

食糧消費型態変化の長期的趨勢をその潜在需要

の内容から分析すると，アジアではこの見通しに

合わせた良業多角化が食糧不足国，余剰国のいず

れにも共通した課題であろう。穀類が作付面積の

60%以上を占める場合が多い伝統的アジア農業を

どう多角化していくかは，国内・国際市場におけ

る農産物需給構造の長期的分析にもとづかねばな

らない。しかし一つの指針としていえることは，以

上Eの3.において考察したようにアジア人口は栄

養の80%近くを穀類・いも類を主体とする炭水化

物食品から摂取しており，動物性食品やその他の

栄養食品の消費水準はきわめて低く，その潜在需
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（出所） Agricultural Commodity Projections, 1970-1980, Vol II, FAO, Rome, 1971, pp. 129-2肌より作成。

推定方法と推定方程式の詳細は同舎を参照されたい。

要l

1sト
ア

要はあとに指摘するように現在の供給カを圧倒的

に上回るものと推計される。またアジアの農業多

角化はこの将来の見通しをふまえた上で計画し，

さらに単なる一次産品の生産から加工業，アグリ

ビジネスへと発展させ，工業化への道を無理なく

聞いてし、く方向に進むべきである。この場合，輸入

代替型，輸出指向型，両者併用型などが各国の発

展段階と経済構造に応じて選択されよう。しかし

アジア発展途上国の低所得水準の現状と見通しか

ら，主食よりも割高な場合が多い新産品に対する

大規模な有効需要をただちに喚起することはむず

かしい。また発展途上国の新産品は農業基盤の不

備により，品質・価格の上で国際競争力が弱い場

合が少なくない。輸出競争力がつくまで輸入代替

により生産物を消化できればよいが，やはり圏内

の有効需要の大きさに問題がある。そうなるとア

ジアで唯一の先進国で世界最大の農産物輸入国に

なりつつある日本に対する自国産品買付増大の要

求圧力となる可能性が強い位2）。

しかし日本がその要求に従い，発展途上国の産
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品に安定需要市場を与えても，肝心の輸出国側の

生産と輸出余力が毎年大幅に変動して安定供給力

が確保できなくては話にならない。

この問題解決策のーっとして，先進国が発展途

上国に資本・技術を提供して，国際競争力を備え

た産品の開発と，その安定供給力確保に必要な農

業・経済基挫を創設し，産品を長期契約ベースで

輸入する開発輸入兼開発援助の方法が， 1970年代

の国際協力によるアジア農業開発ー多角化一一

の方策のーっとして重要性をますであろう。

〈注 1) ＇洋論は， Has巴yamn,T.，“Agricultural-

Commodities Outlook and the Scope for Agricul-

tural Diversification in Asia，” Proceedings of Sym-

posiu川 οH Diversポcationand Develψ/II｛’11t of 

Agri「ultur<',Institute of Developing Economies, 

Tokyo, 1974. 

（注2) 発民途上国の新産品が同外要閃である先進

1司需要市場（日本の飼料需要〉に支えられて発防した

好例にタイのとうもろこしがある。この関係を月le、て

1969年に予測した1971年のタイとうもろこしの生産予

測Hi立は173万トンで，実鍍値は170万トンであった。

Y=-226.4十8.54X R2=0.914 

x：日本で濃厚飼料を用いて生産する動物性食品
の1人1日当りカロリー

y；タイとうもろこしの生産量：

日本のとうもろこし輸入に占めるタイの比Z釈を

一定と仮定。

（出所〉 Haseyama, T., The Medium-tenn Food 

Outlook of Thailand, ECAFE/FAO Agriculture 

Division, ECAFE, February, 1969. 

IV アジアの農産物需給展望

1. 予測結桑を前提条件で岨唱する必要性

農産物需給予測を世界地域別，国別に考察する

場合，国連FAOの長年の研究蓄績と詳細なデー

タが最も有用な資料と思われる。アジア発展途上

国の農産物需給予測については，アジア経済研究

所の長期成長調査室が1962年～67年頃に開発した
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産業部門別構成にもとづくアジア経済の長期分析

に含まれており，アジアについてはFAOよりも詳

細なものがある位 1)0しかし，これは当時おこなっ

た1975年までの予測にとどまり，もっと先の予測

ではFAOが1971年8月に公表した Agァicultural

Commodity Projections, 1970-1980が現時点では

公表された最も総合的分析の一つであろう。

しかし分析に使用した基礎データが，好天候と

「緑の革命」で食糧事情が大幅に緩和した1970年ま

でのもので，本予測は1980年までの穀類余剰傾向

と動物性食品の不足傾向を予測したが，異常気象

の頻発により食糧不足に逆転している現在，穀類

予測が甘すぎるとの批判を受けている。 FAO予測

以外の世界農産物需給予測には，アメリカ農務省

の分析と，日本の農林省が最近開発した分析があ

る。アメリカ農務省の分析は1980年までの世界の

穀類需給が先進国の余剰と発展途上国の不足によ

り均衡化することを予測し，農林省の分析は同様

な傾向により1980年までの世界の穀類需給の均衡

化傾向または緩和と，それ以降年1980年代の不足

化傾向と畜産物の一貫した不足化傾向を予測し

た。

これらの分析はそれぞれ独自に開発したモデル

や手法をもち，予測値自体の差異はあるがその採

用した仮定やパラメーターの扱い方により，いず

れもほぼ同様な結論が引き出せると思われる。こ

こではFAO予測を中心に問題をみてみたい。

まずFAO予測の前提条件は，（1）相対価格が不

変であるとと。（吟現行の各国経済政策に大きな変

更がないこと。付異常気象，大きな天災，戦乱が

ないこと，などである。

相対価格不変の前提条件は，価格データの不足

と価格変動の長期予測がきわめてむずかしいため

の便法であるが，現実には需給ノ号ランスの変化に



ともない価格は変動し，生産調整がおこるであろ

う。 FAO予測は価格メカニズムのない状態にお

ける場合の可能性を示すものであり，価格変動効

果を考慮すると，余剰傾向の場合は需給均衡化し，

不足傾向の場合は生産潜在力がその時点で動員し

うる範囲まで不足が補填されることになろう（た

だし政府や市場支配力をもっ組織の強力な介入が

ある場合はその限りではない）。

FAO予測は従来，楽観的（高目の〉仮定と控え

lヨ（（氏自の〕の仮定との幅をもった仮定で行なわ

れ，アメリカ農務省も農林省もいくつかの仮定に

より予測している。しかし今回のFA O予測はこ

の仮定の組合せによる結論の複雑化をさけ， 一本

の予測値を出す手法に転換している。

アジア発展途上国の「緑の革命」の発展速度は

後進的農業基盤のために気象条件に左右される度

合が大きいので，もしFAOが1970年代の気象条

件が，過去の趨勢とは違う場合の可能性を考慮し

て，気象条件により高目と低目の仮定を設けてい

れば，もっと興味深い予測となっていたと思われ

る。

2. 「北jは余剰，「南jは不足の穀類

世界の全穀類需給パランスは先進国とラテンア

メリカの生産力で， 1970年に770万トン（米は精米

換算〉の余剰をもったが， FAOは1980年には6170

万トンの余剰iの可能性を予測した。このうち4100

万トン（67%）が雑穀（粗粒穀類）で， 1加0万トン

(29%）が小麦， 260万トン（4%）が米である。

しかし発展途上国はラテンアメリカ諸国やタイ，

ピルマなどの若干の穀類輸出国以外，不足状態が

続くと予測している。ただしアジア発展途上国に

ついては「緑の革命」の効果を前向きに評価し

て，全穀類の不足は地域全体としては順調に減少

すると予測した。

アジアの食栂需給興期と国際協力

アジアは稲作型気候条件下にあり，統計が不十

分なアジア共産圏を除くと，全穀類生産のω%が

米で， 17%が小麦で残余は雑穀である。全穀類消

費は57%が米で， 20%が小麦，残余が雑穀〔ほと

んど人間の主食〉である。

米はタイ，ビ／レマなどがやはり大口輸出余剰固

で，戦乱がおさまればクメールも台湾とともに中

堅輸出国の地位を保つ。南ベトナムも自給カを回

復する。フィリピンも自給化する。スリランカは

不足が続き，韓国，インドネシアは不足がむしろ

増大する。マレーシアは不足を大幅に改善するが．

依然として不足気味である。注目すべきことは，

「緑の革命」により，インドがパキスタンととも

に米のみならず全穀類で余裕をもって自給化する

と予測されていることである。 1964-66年平均で

インドは820万トンの穀類を輸入し，パキスタン

（旧東パキスタンのバングラデシュを含む）は 130万

トンを輸入し，食糧事情が好転した1970年にもイ

ンドは320万トン，パキスタン〔同〉は120万トン

の穀類を輸入している。 1980年にはインドが余裕

をもって全穀類を自給化し，パキスタン（同〕は

30万トン近くの余剰をもっと予測される（この点

の現実的可能性はVで再考察する）。

しかし小麦は主産国のインド，パキスタンは自

給化するが，アジア地域全体は輸入依存型なので，

数百万トン台の輸入は必要とみられる。 FAO予

測ではアジア地域では米は不足から余剰に転ずる

が，小麦の輸入依存により，全穀類需給ノミランス

は1970年の伺O万トン不足から減少はするが，1980

年にも350万トンの不足が残る。

しかし以上の穀類需給ノξランスは，その後，ソ

連や中国が宙産物増産や不作の補填を目的に大量

の穀類輸入国として登場し，また最近表面化して

きた長期的気象変化のおそれなどにより，この種
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の要因をもf考慮に入れた農林省予測が治すように

不足傾向の可能性の方が強くなっている。しかし

そうでなくとも，あとに述べるように穀類に対す

る発展途上国の膨大な潜在需要を考えると，本質

fドj；こは余剰tり不足が底流に存在しているといえ

ょう。

3. 動物性蛋白質食品の不足化傾向

FAOは動物性蛋白質食品は世界的不足傾向に

なることを予測した。ミルク・ミルク製品（ミル

ク換算）は1970年から1980年までに世界の不足が

湖万トンから6.5倍の2（削万トンに達すると予測

される。この不足の96%は発展途上国に集中し，

56%はアジア発展途上国の不足である。それでも

アジア発展途上国の1人1年当り消費量は1960年

代の37～38キロから1980年には42キロあまりに増

える程度で，先進聞の260キ口前後（飽和水準に近

く1970年以降あ玄 IJ:lf／えなしつの16～17%の水準に

とどまる。

肉類の世界需給バランスも1970～80年に20万ト

ンの余剰から200万トン台の不足に逆転する可能

性が予測された。生産期聞が長く，自然増殖率が

f尽く，広い生産面積を要する牛肉は不足が著しく

なり，多頭羽飼育ができる豚肉，鳥肉は不足傾向

に入りながらも比較的余力を保ちうる。羊肉は牛

を食わないヒンドウ教徒や豚を食わない同教徒を

擁する発展途上国（特に中国を除く，世界人口の30%

近くを養うアジア発展途上国〉の重要な動物性蛋白

源だが，今までの余裕をもった需給状況が不是気

味になりそうである。もちろん，各肉類の過不足

により代替効果が生じ，肉類聞の消費パターンが

変化するであろうが，全体として肉類は不足にな

ると予測される。

注意すべきことは，穀類の場合とは逆に共産圏

を含む先進国が，オセアニアの大型余剰カをもっ
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てしでも，余剰から不足へ転落し，発展途上国は

余剰を維持することである。しかし発展途上国は

ラテンアメリカを除くとほとんどの国が不足傾向

で， 1人1年当り肉類消費量も1970～80年に先進

国が70キロから却キロへ，ソ連・東欧が38キロか

ら団キロへ増加すると予測されるが，発展途上国

は10キロから12キロへ，アジア共産圏が16キロか

ら19キロへと微増するにとどまり，特にアジア発

展途上国は4キロから 5キロへと大差なく，先進

国の6%前後の消費水準にすぎなU、。したがって

その潜在需要は食習慣の差異を考慮に入れても膨

大と考えられる。

4. その他の農産物一一公害と水産資源の将来

食糧農産物だけを要約すると，全世界では食用

油脂，砂糖，茶，甘橘類，葉タパコは余剰傾向が

予測され，水産物，バナナ，ブドウ酒は不足傾向

が予測される。コーヒー・ココア類の需給は大体

バランスする。

深刻な問題は先進工業国の公害を主因とする海

洋沿岸地域の汚染度の加速化は海洋の自然浄化力

をこえ，生物の生存環境に重大な悪影響をもたら

すおそれがあるという。水産資源の繁殖水域は沿

岸水域に集中し，その海洋全体に占める比率は意

外と少ないとみられる。

FA O予測によると，魚貝類の全世界捕獲量増

加は1960年代の年率5.1%から1970年代には年率

2.3%に低下するが（人口年増加率は2.1%），需要

は1960～80年が年率3.4%で伸びるので当然不足

傾向が著しくなる。世界の需給ノミランスは1964～

66年平均の42万トン余剰から1970年の2万トン不

忌を経て， 1980年には一気に790万トンに達する

可能性を予測している。肉類と同様に先進国の不

足が著増し，発展途上国はラテンアメリカが大型

余剰を維持すれば全体として余剰力は若干低下す



るが，大きな輸出余カをもち，共産圏はソ連だけ

が輸出余剰を増大させるとみられる。 1人1年当

り消費量は1970年代に，先進国が24キロから27キ

ロへ，ソ連が24キロから30キロへ，発展途上国が

7キロから 9キロへ，中国が8キロから 9キロへ

と増加すると予測される。しかし発展途と国，中同！

の消費水準は先進国やソ連の30～35%にすぎず，

需要の所得弾性値は先進国でも0.3～0.6で省産品

よりかなり割高で，発展途上国も0.7～1.3とその

畜産品の弾性値とほぼ同様に高く，潜在需要の大

きいことがわかる。

要するに工業公害による海洋汚染と水産資源、の

急速な逼迫は，今後，新たな南北対立問題をもた

らしそうで，国際的対策が必要となるであろう。

(iセ1) 『アジア経済の長J!JJ展望』（1964年），『アジア

の経済成長と域内協力』（1965年），『アジア諸附のl),主内

｜川と媛助」 (1967年） jj上ぴ 11,fethodologiralStudy 

on lndicath’e Plan for Ag1・icultural Development 

(Ilaseyama, T., 1966, FAO委託研究報｛＇i）なぞに小

六J1 ·~ t、る。

V 大型不足が潜在するアジアの食糧

需給

1. 「緑の革命」がむずかしいアジアの稲作

FA Oは1980年にアジアで 114万トン，アジア

共産圏で87万トン，全世界で260万トンの米余剰

が生じる可能性を予測した。しかしこれらの余剰

はそれぞれ予測される各地域生産量の約1%にす

ぎず，もし天候不順や天災，戦乱が突発すれば，

数パーセントの生産変動は農業基盤が弱い米の主

産地アジアでは簡単におこるので 1%ぐらいの余

剰はすぐ相殺されて形勢逆転するおそれが多い。

(1972年米生産は前年比でタイ17.8%，インド10.3%，イ

ンドネシア3.4%，フィリピン13.4%，アジア発展途上国

全体で8%，全世界5%の減産であった〕。

アジアの食縄需給展望と国際協力

特に注意すべき点は，アジアの米生産予測値は

1960年代後半から1970年に進展した［緑の革命」

が一応，順調に普及していくことを考えている。

1970年代に「緑の革命Jがどこまで進展しうるか

は議論が多いが，水制施設を中心とした農業生産

碁盤〔物的基盤）の整備は第3表のFA O推計が

示すように膨大な投資を要し，海外からの大型援

助でもない限り， 10年前後で整備，稼動させるこ

とは困難であろう。また農地改革（制度的基盤〉の

必要性は常識論であるが，その実施は各国の内政

問題であり，外国援助があっても解決できる性質

の問題ではない。結局，農業の生産や制度の基按

整備の早期実現が期待できないとすると， 「緑の

革命jの成否は当分，後進的農業基盤の弱さがカ

ノξーされる好天候の連続に依存する割合が大きい

ことになる。特にアジアの穀類生産の60%を占め

る米は農業基盤が未発達で気まぐれなモンスーン

まかせの地域が主産地なので， FA O予測実現の

成否は多分にお天気次第といえよう。

2. 「緑の革命」が成功したアジアの小嚢

アジアの小麦生産は中国が半分を占めるが，中

国を除くと，生産の70%がインド， 30%弱がパキ

スタンに占められ，ほとんど全部がインド亜大陸

の北部〔！日英領ノfンジャブ地方）に集中している。

小麦常食地域も同じである。この状況は今後もほ

とんど変わらないであろう。 1964～66年平均でイ

ンドは670万トン，パキスタン（旧東ノfキスタンを含

む〕は140万トンの小麦を輸入し，食糧需給が最も

好転した1970年も，インドは360万トン，パキス

タンは 170万トン余の小麦を輸入している。しか

しこれは食糧不足を補うためにアメリカの援助小

麦を輸入したからで，小麦主産地の北インドとパ

キスタンは水利条件が比較的よく，資金カのある

鰐農家も多く，小麦の「緑の革命Jは一応，順調
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に進んでいるの

1950年から65年までの15年間に小麦の生産増加

は，インドが92%C年率4.4%），バキスタンがわず

か14%C同0.仰のだったが，高収量品種が普及し

た1967年から70年までの3年間に，インドカ；76%,

パキスタンが68%もの増産を達成した。この「緑

の革命」開華期間の特色は増産の主要因が面積拡

大（イン｝＜30%，パキスタン17%）によるよりも，ヘ

クタール滑り収量（インド36%，パキスケンノ44%）に

よったことである。1972年の皐魅で1973年版穫は，

インドが前年比5.6%減産したが，前々年比では

4.6%の増産で，パキスタンは一貫して増産を続

け， 1973年収穫も前年比8%，前々年比14.9%の

増産を維持している。

FAOは1980年に両国ともに小変（パキスタン

と北インドの主食〉は自給化すると予測しているが

この予測は妥当と思われる。しかし天候不順など

で農業基盤の弱い米の生産がたたかれて米不足が

生じる場合，小麦は過去においてそうであったよ

うに，米主食人口の米不足を補うために代替消費

されるので，小2俊も肖然不足になろう。すでに述
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べたとおり，アジアの小麦生産・消費構造は地域

外からの輸入依存型なので，米と雑穀が小麦の需

要を代替しない限り， 1970年代の地域外からの小

麦輸入は600～1000万トンの聞で続くと思われる。

3. 雑穀に対する膨大な潜在需要

FA Oは雑穀の膨大な余剰の可能性を予測した

が，これは畜産物に対する有効需要と生産可能性

との需給ノξランスと，高級穀類（米，小麦）の余剰化

傾向にともない，発展途上国の雑穀に対する人間

食用需要が誠退していく想定にももとづいている

（第2表のとおり，雑穀の需要の所得弾性値はマイナス

が多い〉。

しかし発展途上国では需要の所得弾性値がきわ

めて高く（第2表〉，その大きな人口からも潜在需

要の規模が巨大であると考えられる動物性食品生

瑛用の飼料需要を考えると，この予測された雑穀

の余剰は真の意味での余剰ではないとヤえよう。

先進闘では雑穀消費量のうち4.7%が人間食用

で， 95%は畜産物生産用の濃厚飼料である。人間

食用も主食ではなく噌好食品生産用が大部分であ

る。他方，発展途上国では雑穀消費量の63%Cア



ジアは83%）が主食用を中心とした人間食用であ

る。 l人当り穀類消費量でみると，アジア発展途

上国では米60%，小麦20%，雑穀：.m%の・，1;1Jfi-で，

帝政物にせず穀類として食べているの

すでに述べたとおり，先進国では 1人1[I／，り

半fJ3仰OカI!リー以上の栄養水準で，穀類力 ＼lリ

ー比率は30%, ！動物性カロリー比率は31%に達す

る。発展途上国は先進国型消費水準に近いラテン

ア dリカを合めて平均しても2200カロリーで，穀

類カロリー比率は65%，動物性カロリー比率は

お.7%にすぎない。発展途上国（特にアジア〕の動

物性食品に対する高い需要の所得弾性値からみて

も，もし高級穀類の需給事情が好転し，所得水準

も上がっていけば，今まで主食としてきた雑穀を

飼料として動物性食品の生産を行なうであろう。

栄養水準が特に不十分なアジア発展途上国，ア

ジア共産圏，アフリカは世界人「1の60%以｜：色占

めるが，その動物性力口リー比率企殺類依存型flt

カロリー先進国日本並みの15%に引き上げようと

すると，それによる穀類カロリー比率の低下分や

水産資源による分を控除しても，1980年にはFAり

が予測した全穀類需要量（13.7億トンJがさらに2

億トンくらいは増大しそうで， FAOが予測した

全穀類生産量（14.3億トン）との差額余剰（6170万

トン）をもってしても，まだ1.4イ意トンの大型不足

が潜在していることになる。

しかし低所得発展途上国は主食（級生ぬやb、も類）

上りも割高な場－合が多い動物性食品や｛也の栄養食

品に対する購買力が少なく，潜在前安：が大きくて

も，有効需；要とはなりにくく，本当は非常に不足

するべきものでも諮給市場では余剰となる場合が

あるわけである。 FA Oが予測した雑穀の余剰が

まさにこれであろう。したがって，まだ大きな潜

在需要が存在するとみられる畜産物の需給予測が

γジアω食栂1;；給M日！と凶際協力

有効需要だけを考えても大きな不足傾向を示した

ことは深刻に受けとめるべき問題である。

4. 禽アジアの食糧自給潜在力

次にアジアの食糧不足の主体全なす南アジア諸

凶が1980年までにどこまで食糧需給を改善できる

かを試算したのが第4表である。詳細は原資料に

あるが，（イ）栄養水準の目標値と各食糧産品必要最

乞現在の食習慣と各産品の入手可能性を考慮して

設定し，（11）農業基盤側にi栓瓶比率）が順調に増大

し，必要な農業投入財（特にl肥料）が瀧概地に十分

普及した場合の動員しうる生産可能性との需給ノ〈

ランスと農ー業投入必要量（本稿では省略）を推計し

たものである。この推計による穀類需給ノξランス

をみると，「高収量品種Jが濯概地に普及した場合，

インドと，パキスタン（IIi米パキス 'J:.,占と合む〉は大

詮の余剰をもってす持会はバランスする。しかしイ

レドは米，小麦だけで穀類需要を充足できず，］980

年にも 500万～1100万トンの雑穀を主食に用いる

必要がある。しかしパキスタンは逆に120万～990

万トンの米，小麦の余剰をもてる。雑穀は両国と

もに大量の余剰を出しうるので人間食用以外に活

用できる（ここでは雑穀を飼料として投入する肉類m
費をおさえ，粗飼料や雑穀以外の濃厚飼料を活用する商

産を考えているので，主食穀類が不足する限り穀類の飼

料利用は推奨しなしつ。しかし国土狭小のスリラン

力は穀類自給化が難しい。

穀頬生産を「在来品種」だけでペコった場合の状勢

は全く悲観的で，どの｜認も米と小麦だけで穀類自

給化伝達成することは，全く不可能で大型！不足と

江る。雑穀も主食に加えれば，インドは190～350

万トンの余剰で自給化し，パキスタンはよくて130

万トンの余剰，悪くて730万トンの不足を残す。

いずれにせよ，南アジアは「緑の革命」が成功

しなL、限り，主食穀類自給化は無理で，また「緑
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第 4表 l十jfジアの穀類必要取と生産潜在力との需給バランス予摂lj

I ¥i 1:';j収量品 (ltlf立： 1000トン）

[:q r, : (1）欝殺賠匙 l 時類生産潜在カキ｜九（11与党勢~j； 九忠夫攻勢類
Fl、
i 1975年； 1980年 i1975年 I19s岬 1975年； 1980年； 1975年 I19so年

！米（精米）！
・l, I｝ラシ力｜ 1 L 2,;322. 

全穀主ii. I-I 2，；ぅ；34.
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ド；小亥
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（出所） Haseyama，’r., A Ca陪 Studyon the Scope for Production of Food grains and Requirements of 
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（注〕 Lニ低目の必要量。 I人1日当り栄養水冷目標値に提示される穀類カヨリー比率にもとづく（1975年は

2,375カロリーの59.9%,1980年は2,378カロリーの55.7%）。動物性カロリー比率の向上を狙っている。

H＝高目の必要量。穀類カロリー比率が1960年代の平均水準と同じと仮定した場合。ここでは穀類以外の栄養

食品の入手が十分でないことを想定している。

＊必要条件がえられた場合の濯椛比率，延作付面積の可能性と，全国各地の実験農場で達成した収量の低tiと

1:'ii目の平均航（低Flを1975年に， ifiiHを1980年に適用）から推計した。
同ーは輸出余剰を示す。

の革命lが順調に進んで1), イ：， lごは米，小麦だ

けで主食用穀類の必要監を満たすことは当分，困

難と思われる。

VI 食糧問題の地球化時代とアジア

発展途上国の立場

食糧資源の需給事情が世界的に長期不安化して
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おり，また食糧資源、の南北格差改善の見通しが明

るくなャ現在，食糧資源の分配をめぐる南北対立

が国際会議などで高まり， 「南Jか「北Jにこの
南北格差是正のために犠牲的精神による国際協力

を繰返し追ってくることが予想される。これは北

側でも食糧自給率が最低クラスの日本にとって深

刻な問題となりそうである。世界の供給力に余裕



があれば，先進｜同の大型輸入や自給率低下は農産

物貿易促進にプラスとなりうるが，需給事情が不

安定な場合は，重要資源を自給率｜白LL：の自助努力

なくして過度に海外に依存することは危険であり

凶｜際市場においても問題となりやすい。たとえ

ば， t"l給率の低い先進国が購買力に物をいわせて

開発途上国の主食不足の緩和に役立つ穀類を飼料

用として国際市場で買い占めてしまうと，購買力

がなく，飢餓救済を食糧援助に期待する開発途上

閣が分け前を失うことになろう。しかしそうかと

いって食糧自給率の低い先進国も自国民の栄養水

準を大幅に引き下げてまで食糧資源の輸入を削減

することはできない。

問題の解決は， I1）商い人口庄力と低い食糧自給

力に悩む発展途上国の食糧自給力を，先進国から

の資本・技術，農業投入財などの国際協力を得て

向上すること。これは長期的には食糧資源の南北

対立を是正する最も根本的方法となろう。（2）先進

国は食糧を過度に輸入に依存しないように先進農

業技術を活用して一定の自給率を維持すること。

(3）継続的な農産物需給予測を国際的共同体制で行

ない，国内・国際事情に沿った弾力的な国際農業

調整がとれるようにすること。（4）国際的機構によ

る食糧価格支持機構や備蓄機構を創設する。（5）先

進凶は資本・技術の国際協力を強化し，長期的不足

が潜在する蛋白資源の人工開発（食橘生産の七業化）

に努力すること。（6）食糧資源の節約一一「南Jで

は収穫前後の処趨！方法，貯蔵・運輸施設の改部に

仁り不f11年の減産分にも相当する生産・流通段階

での減耗を節約すること〔il:l）。この実現には「北｜

の資本・技術援助が必要となろう。また「北Jに

おいては消費段階での無駄と浪費をつつしむべき

であろう。

(7）食糧資源開発の凶際協力の A つとして，先進

γ ＇.，＇アの食糊需品’ t恨中と国際、協力

輸入凶が発展途上国に資本・技術を提供して産品

の安定供給カの確立に必要な農業基盤を創設し，

他方，長期契約などで開発産品の安定需要市場を

提供する開発輸入方式も重要な課題となろう。も

し受入国側でも，不足している産品を開発する場

合は，その輸出余剰が出るまでは「開発援助！と

して協力する配慮が必要である。

しかし一度，受入国が自力だけでは容易に設立

できない農業基盤や技術がこの国際協力方法によ

り入手できれば，それは受入国側が将来，自国の経

済開発を多角的に促進する有力な手がかりになろ

う。農業基盤整備は長期遅効の大型投資を必要と

し，この処理には官民の協力体制が必要となろう。

これは決して先進国の経済侵略，資源略奪とャう

ものではなく，やり方次第では食糧資源の南北問

題改善の有力な相互的国際協力となるであろう。

(ii: 1 ) 
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